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2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴って、過去最大級の津波が発生した。今回の津波

災害の被害を大きくした1つの原因として、避難の際に交通渋滞が発生し避難者が避難到来までに避難を

行えなかったことがあげられる。そこで本研究では茨城県大洗町を対象としてアンケート調査を実施し、

津波災害時の避難行動を詳細に分析した。その後非集計行動モデルにより避難行動モデルの構築を行い、

津波災害の対策効果を定量的に評価した。最終的に、避難時の移動手段に対する効果を定量的に評価する

ことが出来た。 
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1. 背景と目的 

 

 2011年3月11日東北地方太平洋沖地震に伴って発生し

た津波により、東日本の広い範囲に甚大な被害をもたら

した。津波の被害が増大した1つの要因として、避難経

路の混雑によって津波到来までに避難を行えなかった人

達がいたことがあげられる。 

 現在の津波災害時の避難方法は国土交通省(当時：国

土庁)が出した手引き1)によると、「自動車による避難は

原則として禁止するものとする」とある。これをふまえ

ると災害時の自動車での避難は大きな弊害をもたらすこ

とがわかる。しかし、近くに高台がない人や徒歩による

移動が困難な人が避難をする際には、自動車での避難が

必要になる場合があるため、居住地や世帯構成、身体的

問題の違いごとに避難方法を検討していくべきと考えら

れる。そのため今後津波災害時の避難方法を策定してい

くにあたって、避難行動を定量化することで津波災害時

の避難行動の評価を行うことは意義のあることと考える。 

 そこで本研究では、2011年3月11日に発生した東北地

方太平洋沖地震において住民の被災状況や避難状況の調

査を行い、そこから避難行動モデルを作成する。そして

得られたモデルから避難行動を定量的に把握し、津波災

害時における対策の評価を算出する。最終的に、本研究

が今後津波災害の対策を立てるための一助になることを

期待する。 

 

2. 研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究 

 津波災害の避難行動に関する研究は大きく3つに分け

られる。1つ目は住民の意識調査や現状の防災対策の調

査研究があげられる。これらの研究では杉山ら2)、河田

ら3)による研究がある。例えば杉山らの研究では、津波

ハザードマップの認知度やどのように利用されているか

を調査し、今後の課題を考察した。2つ目にシミュレー

ションやGISを用いて避難行動に着目した研究として久

保田ら4)の研究がある。この研究では南海地震で想定さ

れている地震が発生した際に、住民がどのように避難を

し、どのくらい被害が出るかをMASを用いて視覚的な

把握を行った。3つ目として住民の意識や背景と避難行

動の関係に関する研究がある。それらの1つとして 諫

川ら5)の研究では、津波災害時の住民の意識や避難行動

を空間的観点から考察を行った。また片田ら6)は住民の

実際の災害時における避難行動をその意識的背景をもと

に考察を行っている。 

 

(2) 本研究の位置づけ 

本研究は上記の3つ目に分類される。しかし既存研究

において、避難者の避難所までの移動手段や避難場所の

選択行動に着目し、それらを定量的に把握を行った研究

は見当たらない。 

そこで本研究では3月11日の東日本大震災を対象とし、
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避難時の移動手段と避難場所選択行動に着目をし、避難

行動モデルの作成を行う。最終的に得られたモデルから

津波災害の避難行動の対策を定量的に評価することで、

今後の津波対策の方針を導き出すことに本研究の特徴が

ある。 

 

 

3. 研究の概要 

 

 本研究の流れを図1に示す。 

 

研究の背景・目的

既存研究の整理

対象災害・対象地

の選定

現況把握

アンケート調査 現地調査

・対象災害の現況把握

・対象地の現況把握

避難行動モデルの作成

避難時移動手段選択行動モデルの作成

避難場所選択モデルの作成

施策評価

考察・まとめ  

図-1 本研究の流れ 

 

 本研究では、東日本大震災における津波災害時の住民

の避難行動に関して住民へのアンケート調査、また町役

場や住民へのヒアリング調査、及び現地調査を基にデー

タ集計を行い調査を進めていく。そして得られたデータ

から避難行動モデルとして、避難時移動手段選択行動と

避難場所選択行動に着目をしたモデルを構築する。最終

的に得られたモデルから、津波災害の避難対策を定量的

に評価する。 

 

 

4. 対象災害・対象地の選定 

 

(1) 対象災害について 

 本研究の対象災害は、2011年3月11日東北地方太平洋

沖地震に伴って発生した津波災害とする。 

 

 (2) 対象地について 

 本研究の対象地は茨城県大洗町とする。図2に大洗町

の位置を示す。 

 選定理由は、以下にあげる3点から津波避難時の行動

モデルを作成し、地域に適した避難方策を提言するため

に最適であると考えるためである。 

1．3月11日、巨大津波が到来し被害を受けたため。 

2．高齢化が進んでおり、災害弱者への対応が早急の課

題となっているため。 

3．3月11日と4月11日の津波避難の際に混乱が見られ、

地域に適した一定の避難対策の策定が必要であると考え

られるため。 

 

 

図-2 茨城県大洗町の位置 

 

 

5. 現況把握 

 

(1) 大洗町に関して 

 茨城県大洗地区は、北海道・苫小牧定期フェリー船路

による輸送、また観光・海洋レクリエーション、及び地

場産業である水産業を中心として大きな役割を担ってい

る。 

 災害面では、1999 年に東海村 JCO の臨界事故を経験

した。その後、町全域にわたって 200ｍ置き全 45 ヶ所

に防災無線用のスピーカーの設置や、「町のお知らせ」

を放送する個別防災受信機を各家庭に配布した。また、

住民が自主的に定期的な防災意識啓発活動を実施する会

として、大洗の地域全体で 19 の自主防災会が存在する

など、東海村と並んで多くの原子力関連施設が存在する

ために、町全体で防災活動を行ってきたことに特徴があ

る。 

 

(2) 東日本大震災の状況に関して 

表 1は被災状況と災害状況を、ヒアリング調査を基に

時系列にまとめたものである。 

 大洗地区では、3 月 11 日の津波で沿岸部のみならず

市街地まで浸水被害が拡大し、地区の浸水面積は 2km２

におよび、大洗地区全体の 9.0%が浸水した 

またマグニチュード 7を超す余震が 5回、マグニチュー

ド 6を超す余震は 76回、マグニチュード 5を超す余震

は 444回観測された。その中で巨大余震の一つである 4

月 11日に発生をした福島浜通りを震源とする地震によ

って、再び大洗町全域に津波警報が発令され、住民は再

び避難を余儀なくされた。 
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表-1 災害状況 

日付 時刻 状況 備考

03/11 14:46 三陸沖で地震発生(M9.0 震源・宮城県沖，大洗町震度4→直後に5弱)

M9.0で観測史上最大

大洗町で震度5弱(宮城県北部で震度7。県内では日立助川などで震度6

強を記録)

防災無線によるサイレン吹鳴，避難勧告放送

海岸付近一帯に注意呼びかけに消防本部・消防団・町職員出動

地震により町内全域で断水

県内鉄道各線運休。高速道路も全線不通に

14:48 東海第2原発が自動停止

14:49 気象庁が茨城県に津波警報を発令

15:06
避難場所4か所設置(磯浜小，大貫小，第一中，南中)。また独自に集会

所等に自主避難開始
15:14 町内全域に避難指示発令

15:15 第1波津波観測(1.8m)　※津波警報発令 26分後に記録

※大洗港岸壁まで約20cmに迫る津波

15:43 第2波津波観測(3.9m) ※大津波警報発令 29分後に記録 第1波観測後

※大洗消防署前約20cm冠水 28分後

16:15 茨城県知事の要請に基づき自衛隊偵察部隊出動

16:46 町内全域が停電

16:52 第3波津波観測(4.2m) 今回最大波 第2波観測後

※東京大学地震研究所現地調査の結果，最大で4.9mの津波を確認 69分後

21:10 第4波津波観測 第3波観測後

※町役場庁舎前駐車場付近約70cm浸水 4時間18分後

22:15 第5波津波観測 第4波観測後

※町役場庁舎前駐車場付近約30cm冠水 65分後

03/12 13:50 気象庁が大津波警報を解除。津波警報へ

17:00 避難指示区域変更

（水戸鉾田佐原線→海岸区域を除き避難指示解除

20:20 気象庁が津波警報解除。津波注意報へ。  

 

(3) 避難時移動手段選択行動の実態に関して 

現在国土交通省が行っている調査結果 7)から、東日本

大震災の津波からの避難手段の実態を、土地条件を全体

と平野部に分けてまとめる。(本研究の対象地である大

洗町の土地条件は平野部に属する。) 
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図-3 避難時の移動手段7) 
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図-4 避難速度7) 
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図-5 避難距離及び直線距離7) 
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図-6 避難距離／直線距離7) 

 

a) 避難時の移動手段選択行動に関して 

津波災害時の避難時移動手段選択行動の結果を図-3に示す。 

避難手段は、全体では徒歩と自動車の割合はおおよそ半分に

なった。一方で平野部では6割近くが自動車で避難を行うとい

う結果となっている。 

b) 避難速度及び避難距離に関して 

 津波災害時の避難速度に関する結果を図-4に示す。避難速度

に関しては、平野部で徒歩が全体の平均を上回り、自動車が全

体の平均を下回る結果となった。 

c) 避難距離及び直線距離 

 津波災害時の避難距離及び直線距離、また避難距離と直線距

離の比の調査結果を図-5、図-6に示す。避難距離に関しては、

平野部では徒歩と自動車共に全体の平均より距離が長い結果と

なった。 

 また避難距離と直線距離の比に関しては、全体では自動車が

徒歩に比べて大きい結果となったことから、自動車避難者は徒

歩避難者に比べ、迂回した避難経路を通っていたことが分かる。 

 

 

6. アンケート調査について 

 

 アンケート調査の概要を表-2示す。 

 配布エリアに関しては、津波による浸水被害を受けた地域、

及び浸水エリアに隣接した地域とした。表 3に対象エリアに属

する津波指定避難場所を示す。また配布エリア及び各避難施設

の立地図を図 7に示す。 

 

表-2 アンケート調査概要 

調査実施日

調査方法
配布部数
回収部数

居住地 被災時誰といたか

性別 津波警報等の認知度
年齢 どのくらいの津波、被害を予想したか

居住年数 利用可能な避難手段
車、免許の所有の有無 避難実施の有無

車の利用頻度 避難場所
避難訓練の参加経験 避難経路
非常時出品の準備 誰と避難したか

避難場所・避難経路の事前の確認 一緒に避難をした人の健康状態
避難手段の事前の決定 避難手段
ハザードマップの認知 避難開始を行った時刻

自動車非難の弊害の認知 避難にかかった時間

被災状況

避難状況

属性

防災意識
被災経験

調査概要

調査内容

2011年11月18日、11月21日、12月2日
ポスティングによる郵送回収

221部(2011年12月31日までに集計した分)
1000部
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表-3 津波指定避難場所一覧 

避難場所 区分 種別 収容人数 避難者の数(人)

磯浜小学校 津波避難場所 校舎(3階)　体育館 2420 900

大貫小学校 津波避難場所 校舎(3階)　体育館 1400 380

第一中学校 津波避難場所
校舎(3階)　体育館
音楽室　　　格闘技場

3280 500

南中学校 津波避難場所 校舎(2階、3階)　体育館 2490 750
第一保養所 ― ― ― 120

オーシャンビュー大洗 ― ― ― 200

東集会所 ― ― ― 33
東光台集会所 避難所 ― ― 4
西光院 避難所 ― ― 150

日下ヶ塚古墳 ― ― ― ―
原子力研究所寮 ― ― ― ―  

 

300m

磯浜小

第一中

大貫小

南中

オーシャンビュー大洗

東光台集会所

西光院

第一保育所

東集会所

 

図-7 避難所の立地図及びアンケート配布エリア 

 

 

7. アンケート集計結果 
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図-8 手段別の避難距離(左図:徒歩 右図:自動車) 
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図-9 移動手段別の避難所ごとの避難人数 
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図-10 避難所別の平均所要時間 

 

(1) 移動手段選択行動に関して 

 避難手段別の避難距離を図-8に示す。 

 徒歩は250m～500mが一番多く、自動車は500m～750mが一番

多い結果となった。また徒歩は1500mを境に避難者が減る傾向

にあることが分かる。一方で、自動車に関しては1750mを境に

減るものの、2000m以上でも避難者がいることから、自動車の

ほうが遠くに避難を行っていることが分かる。 

 

(2) 避難所選択行動に関して 

a) 移動手段別避難所ごとの避難人数 

 移動手段別の避難所ごとの避難人数を図-9に示す。 

磯浜小学校と第一中学校は隣接しているものの、磯浜小学校の

利用者数が多くを占めた。 

西光院、日下ヶ塚古墳は自動車でのアクセスがしにくく、徒歩

での避難者数が多い。一方で2本の大通りに面する南中学校と、

高台に位置する大洗海岸病院は自動車利用者が多い結果となっ

た。 

b) 避難所別の平均所要時間 

 避難所別の平均所要時間の調査結果を図-10に示す。平均所

要時間は、磯浜小学校を除く全ての避難所で徒歩の所要時間が

自動車の所要時間を上回っていた。ほかの避難所に比べ磯浜小

学校への自動車による避難者数が多く、磯浜小学校に続く道路

で混雑があったと考えられる。 

 

 

8. 避難行動モデルの構築 

 

(1) 非集計分析 

 本研研究では非集計行動モデルの一種であるネスティ

ッドロジッとモデル(以下NLモデル)を構築する。非集計

行動モデルの基本的前提は「個人が利用可能な選択肢の

中から、合理的な選択により最も望ましい選択肢を選択

する」というものである。モデルの構成図を図11に示す。 
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図-11 NLモデル構成図 

 

(2) バラメータ導出に関して 

図 11のノードに通し番号をつけたとき、個人n がレ

ベル 1における任意の選択肢（rm）を選択する確率

Pn(rm)は、mを選択したという条件のもとで rを選択す

る条件的確率Pn(r|m)とmを選択する確率 Pn(m)の積とし

て次式で与えられる。 

),,1;,,1(),()()( nmnnnn MmRrmPmrPrmP   

ここに、Mn：個人 nのレベル 2の選択肢数 

    Rmn：個人 nのノード mと結合するレベル 2の

選択肢の数 

NL モデルの誘導理論に従うと、Pn(r|m)及び Pn(m)は次

式で与えられる 
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となる。 

効用関数の特定化は、個人n の効用 V(r|m)n及び Vmnの

両者とも、ロジットモデルの場合と同様にパラメータに

関して線形として次式を仮定する。 
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これらより未知パラメータはβ、θに加えてλ1とλ2

がある。しかし BLおよび MLモデルと同様に、このう

ちの 1つは決定できない。そこでλ1＝1とおくと、この

ときλ2／λ1＝λ2 となるから、λ2 も求められる。すな

わちλ1＝1 としてβ、λ2 およびθの 3 種のパラメータ

を求めていくことになる。 

 

 (3) 避難所の分類(クラスター分析) 

 モデルを構築する上で対象とする避難場所を、「土地

の広さ(㎡)」「津波指定避難場所か否か」「用途(学校、

公共施設、歴史的建造物、宿泊施設)」「駐車場の有

無」「海岸からの距離(m)」「標高(m)」を説明変数とし

てクラスター分析を行い3つのグループに分けた。図12

に分類結果を示す。 

 

 

図-12 クラスタ―分析結果 

 

(4) モデル設定条件 

 モデル構築の上での設定条件を以下に示す。 

1. 対象避難場所は①津波指定避難所②一時避難場所

③一般利用施設の3か所とする。 

2. 移動手段は徒歩と自動車とする。 

3. クラスターの分類ごとに対象とする避難場所は、

被災場所から最も近い場所とする。 

4. 複数の避難場所を移動したサンプルは、1カ所目の

避難場所を対象避難場所とする。 

5. 徒歩の限界移動距離は1800mとする※1。 

6. 避難時の移動速度は徒歩2.9㎞/時、自動車7.8㎞/時と

する※2。 

7. 避難距離は徒歩は最短距離、自動車は最短距離に

1.54/1.48を掛けた値とする※2。 

8. アクセス時間が7で設定した避難距離を6で設定し

た避難速度で除した値とする。 

※1 本研究において徒歩移動の最大距離が1,800mであったた

め。(図-8参照) 

※2 5-3国土交通省の調査結果を参考にしたため。(図-4、図-6

参照) 

 

(5) バラメータの推定結果 

 

表-4 採用したパラメータ推定結果 

記号 パラメータ値 t値

共通変数 アクセス時間 β 1 -0.2106 -1.8585
弊害の認知ダミー β 2 0.9900 1.5561
事前の経路決定ダミー β 3 1.2049 1.8529
徒歩ダミー β 4 2.7503 2.3611
避難人数(複数人)ダミー β 5 1.8307 2.1850
利用頻度ダミー β 6 1.8657 2.9384

標高 θ 1 0.0502 1.5907

駐車スペースダミー θ 2 0.8581 1.5797
指定避難所ダミー θ 3 1.2902 1.5755

λ 1 0.8684 1.7032

的中率 62.687

説明変数

レベル1(移動手段選択行動)

徒歩固有変数

自動車固有変数

レベル2(避難所選択行動)

共通変数

ログサム変数

サンプル数 134

尤度比 0.3063

 

 

 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(1) 
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表-5 ダミー変数の内容 

説明変数

弊害の認知ダミー 自動車による避難の弊害を認知していた：1 していなかった：0

事前の経路決定ダミー 事前に経路を決定していた：1 していなかった：0
徒歩ダミー 徒歩による避難：1 自動車による避難：0
避難人数(複数人)ダミー 避難人数が複数人：1 一人で避難：0
利用頻度ダミー 自動車を日常生活で毎日使用：1 それ以外：0
駐車スペースダミー 駐車スペース有：1 駐車スペースなし：0
指定避難所ダミー 指定避難所：1 それ以外：0

内容

 

 

 採用したモデルのパラメータ値、ダミー変数を表-4、

表-5に示す。今回採用したモデルは的中率は少し低いも

のの、t値、パラメータの符号条件、尤度比及びログサ

ム変数には問題なく、おおむね選択行動を表現できてい

ると考える。 

 

(6) パラメータ推定結果の考察 

 移動手段に関しては、徒歩と自動車に共通して避難場

所までのアクセス時間が影響していることが分かる。ま

た自動車避難による弊害の認知や事前に避難経路を決定

している人は、徒歩を選択する可能性が高いことが分か

る。特に事前に避難経路を決定している人ほど影響が強

いことが分かる。また自動車を選択する人は、複数人で

避難をした人や日常生活で自動車を毎日利用している人

である可能性が高いことが分かる。 

 一方で避難所選択行動に関しては、避難場所の標高、

津波指定避難所であるか否か、駐車スペースの有無が関

係してることが分かる。特に、津波指定避難所であるこ

とは、避難場所を選択する上で強く影響していることが

分かる。 

 

(7) 感度分析結果 

  

 

図-13 感度分析結果 

 

図-13に感度分析の結果を示す。 

 各避難所に対す徒歩での避難者数は、モデル推定値と

実績値の差がほぼないことが分かった。 

 一方で、津波指定避難所において自動車の利用者数が

実績値を上回る結果となった。この要因として、避難所

選択行動においては、説明変数に距離を組み込むことが

出来なかったために、避難所への距離を表現できず、モ

デルの信頼性に誤差が生じたと考えられる。さらに本研

究では、手段における各避難所へのアクセス時間を全て

避難所に対して一定の条件のもと与えている(8-4参照)。

しかし図-10から分かる様に、津波指定避難所の中でも、

磯浜小学校(指定避難所)の平均アクセス時間は、徒歩に

比べて自動車が長くなる。今回構築したモデルにはこれ

らの避難所ごとの特有の要因を十分にモデルに反映させ

ることが出来ず、自動車の避難者数が本来より多くなっ

たと考えられる。 

 

 

9. 有効な津波災害対策の検討 

 

41%

55%

4%

認知していた 認知していなかった 無回答  

図-14 弊害の認知 

 

33%

59%

8%

決定していた 決定していなかった 無回答  

図-15 避難所の事前の決定 

 

25%

68%

7%

決定していた 決定していなかった 無回答  

図-16 避難経路の事前の決定 

 

(1) 大洗町住民の防災意識、避難行動の実態 

a) 自動車避難の弊害認知に関して 

 自動車による避難の弊害認知に関するアンケート調査

結果を図-14に示す。 

 回答者の55%が弊害を認知していなかったという結果

になった。アンケートの自由記述からも自動車での避難
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の際に渋滞に巻き込まれ、予想より時間がかかったとい

う意見が多く見受けられた。この事より、自動車での避

難の弊害認知を高めることは必要であると考える。 

b) 防災意識に関して 

 災害時の避難場所及び避難経路の事前の決定の有無に

関するアンケート調査結果を図-15、図-16に示す。 

 事前に避難所を決定していた住民は33%であり、また

事前に避難経路を決定していた住民は25%とさらに低い

割合となった。アンケート調査結果から大洗町住民の中

で、防災訓練等の活動に参加をしたことがある住民は

11%であるという調査結果もあり、このことが大洗町の

課題であると考えられる。 

 

(3) 津波災害対策の決定 

 

表-6 津波災害対策の評価項目 

対策 内容
弊害の認知
ダミー

事前の経路
決定ダミー

対策1 自動車避難による弊害に認知向上 ○ ☓

対策2 事前に避難経路を決定するよう指導を徹底する ☓ ○

対策3 対策1と対策2の組み合わせ ○ ○  

 

 9-(1)で挙げられた課題をもとに、津波災害の対策の定

量的評価を実施する。表-6に対策項目を挙げる。 

○対策1：自動車避難が引き起こす弊害の認知を高め、

避難時の自動車利用者の減少を図る。 

○対策2：防災訓練等を通じて、災害前に予め避難経路

を決定するよう指導する。 

○対策3：ソフト面の対策強化として、対策1、2を組み

合わせた対策を実施する。 

 

 

10. 津波災害対策の効果の定量的評価 

 

 

図-17 各対策における避難人数 

 

構築したモデルを用いて、表-6に挙げた説明変数を変

えることで、津波災害対策の評価を行う。対策の効果を

図-17に示す。 

 

 

(1) 対策評価の算出結果 

全ての対策に共通して、移動手段選択行動に共通して、

すべての避難場所で自動車での避難者数が減少し、徒歩

での避難者が増加する結果となった。避難所選択行動に

関しては、概ね変化は見られない結果となった。 

 対策 1 に比べ対策 2 が、より自動車の使用を抑制す

ることが可能であった。また、2 つの対策を組み合わせ

た対策 3 は、対策 1、2 以上に自動車による避難の抑制

を促すことが出来る結果となった。 

 

(2) 対策評価の算出結果の考察 

モデル推定値全体における自動車での避難者の割合は

約 60％となった。対策 1 では自動車での避難者の割合

は約 53％、対策 2 では 48%まで減少した。対策 1 に比

べ対策 2 の減少量が大きくなった要因は、弊害の認知

に比べ、事前の経路決定の効果が避難行動に与える影響

が大きかったためと考えられる。また、対策 3 では自

動車の避難者の割合は約 43%まで減少した。このこと

から、対策1、2の様なソフト対策を組み合わせていく 

事で、より効果的な対策を行えることが分かった。 

 大洗町では、磯浜小学校への自動車避難者の集中によ

る道路混雑が課題と考えられる（図 4.36 参照）。ソフ

ト対策を組み合わせた対策 3 では、磯浜小学校の手段

別の割合において、自動車避難者の割合を約 70%から

52%まで減少でき、ほぼ自動車と徒歩の割合が同じにな

った。このことから、避難訓練等を行いソフト対策の徹

底をすることは、避難時の移動手段の変更を促すことに

十分な効果が期待でき、指定避難所への自動車利用者に

よる混雑緩和への対策に繋がることが分かる。 

 一方で、今回の対策では避難所の変更を行う人はほと

んど出なかった。ソフト対策では、手段の変更を促すこ

とに一定の効果を図ることは出来たものの、より近い避

難場所への変更を促すことまでには至らなかった。これ

は、避難者は避難場所が津波指定避難所であるか否かを、

避難所を選択する上で重要視するためと考えられる。ま

た、避難所選択行動に距離に関する説明変数を組み込む

ことが出来なかったことも原因であると考える。 

 

 

11. 総括 

 

(1) 得られた知見 

○ アンケート調査から、津波災害時の避難手段と避難

場所選択行動の実態を明らかにすることが出来た。

避難時の移動手段は、6 割近くが自動車を利用して

おり、避難場所選択行動では、一時避難場所が徒歩

で避難可能な距離にある場合でも、自動車を利用し

津波指定避難場所に避難を行う住民が多いことが分
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かった。 

○ 避難行動モデルを構築することで、アンケート調査

結果からは明らかにできない、防災意識や被災状況

が避難行動に及ぼす影響を定量的に把握し、避難行

動を表現することが出来た。 

○ 対策評価を実施することで、対策の効果を定量的に

把握することが出来た。避難訓練等のソフト対策を

実施することで、自動車の避難者数の削減に一定の

効果があることが分かった。 

 

(2) 今後の課題 

本研究で構築したモデルには、自動車の効用が強くな

りすぎた。それは道路幅員や自動車通行量といった、避

難経路の特徴をモデルに反映をさせることが出来なかっ

たためと考えられる。実際の災害時には、道路の寸断や

家屋の倒壊などによって通行不可能な道路が発生するこ

とから、これらの要素を組み込んだモデルを構築する必

要がある。 

 また今回はソフト対策の評価のみを行った。今後はハ

ード対策の評価、ソフト対策とハード対策を両方行った

際の評価を行うことが課題であると考える。 
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